
 

 

産業統計部会の審議状況について 

（作物統計調査）（報告） 
 

項 目 変 更 内 容 等 

部会審議 

審 議 の 状 況 第 

１ 

回 

第 

２ 

回 

１ 未諮問基幹

統計としての

確認事項 

○利活用状況、調査対象作

物の選定、調査の実施状

況等について確認 
※「未諮問基幹統計の確認に対

する取組方針」（平成 26 年
10月20日統計委員会基本計
画部会決定）に基づき確認 

●  ・調査の必要性や重要性等について確認 

（調査結果は、食料・農業・農村基本計画

における生産努力目標の策定・達成状況

の検証などに利用。また、作物ごとの収

穫量等のデータを国際連合食糧農業機関

（FAO）に提供） 

２ 計画の変更 

（１）調査対象

の範囲 

○そば及びなたねの調査

対象作物への追加 
  ※特定作物統計調査（一般統計

調査）における調査対象作物
からの変更 

●   ・適当と整理 

（食料・農業・農村基本計画における生産

努力目標が設定された作物であり、また、

食料自給率の向上に寄与する作物として

経営所得安定対策の対象作物にも位置づ

けられていることを踏まえ、調査対象へ

追加）        〔別紙１参照〕 

（２）調査周期 ○一部作物の全国調査の

調査周期の変更 
  ※全国調査実施年以外の年は、

主産県（全国の作付面積の約
80％を占めるまでの都道府県

等）を対象とする調査結果か
ら推計した全国値を公表 

●  ・おおむね適当と整理 

（主産県調査年に関する公表値と推計値の

対比は、誤差自体は小さいものの、作付

面積及び収穫量については 100％を越え

ているものが多いように思われる。現行

推計方法以上によりよい方法について、

検討を続けてほしい。）〔別紙２参照〕 

（３）報告者 ○標本経営体調査におけ

る標本設計の変更 
  ※統計審議会答申（平成 19年２

月）における指摘事項（標本
経営体に係る標本設計の検

討）への対応 

●  ・適当と整理 

（①2015年農林業センサス結果を活用し、

係団体以外に出荷した農家に絞った母集

団の整備による重複の解消。②これまで

の実査を通じて得られた情報等を踏ま

え、目標精度の設定や標準誤差率の算出

等による調査対象数の設定。③農林業セ

ンサス作付面積データを活用した階層区

分及び確率比例抽出により、対象地域の

平均単収を的確に推定等） 
〔別紙３参照〕 

（４）調査事項 ①麦類の作付面積調査の

変更 
※麦類において、えん麦及びら
い麦の把握を廃止し、小麦、

二条大麦、六条大麦及びはだ
か麦についても、子実用（食
用）のみの把握に変更 

 ● 

（第２回で審議予定） 
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項 目 変 更 内 容 等 部会審議 審 議 の 状 況 

 ②飼肥料作物の作付面積

調査の変更 
※飼肥料作物において、肥料作
物の把握を廃止し、把握品目
を牧草、青刈りとうもろこし

及びソルゴーの３品目（現行
11品目）並びに飼料作物計に
変更 

 ● 

（第２回で審議予定） 

③茶の収穫量調査の変更 
※茶について、茶種別の把握を
廃し、茶期別の把握を年間計
及び一番茶（現行６分類）に

変更 

 ● 

（５）その他調

査票の変更

等 

①調査票の統合等 
※陸稲、麦類、かんしょ及び飼
料作物の関係団体用調査票に

ついて、作付面積調査票及び
収穫量調査票を統合 

 ● 

（第２回で審議予定） 

②野菜指定産地用の調査

票の作成等 
※野菜の作付面積や出荷量等を

把握する関係団体用調査票に
ついて、従前の野菜に係る調
査票を分離し、新たに野菜指

定産地用の調査票を作成し、
当該調査票には指定産地名及
び市町村名等をプレプリント 

 ● 

（６）集計事項 ○調査事項の変更等に伴

う集計事項の変更 

 ●  
（第２回で審議予定） 

３ 前回答申に

おける今後の

課題への対応

状況 
 ※統計審議会答申 

（平成19年２月） 

①標本経営体に係る標本

設計の検討 

 ● 

（第２回で審議予定） ②調査に係る誤差情報の

提供 

 ● 

（注１）第１回（第 59回産業統計部会）は８月８日（月）に開催、第２回（第 60回産業統計部会）は９月 16日

（金）に開催予定 

（注２）答申案は 10月 14日（金）の第３回（第 62回産業統計部会）において審議予定 
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そば及びなたねの調査対象作物への追加について 

 

そば及びなたねについては、平成 22 年の食料・農業・農村基本計画において初めて生産努力目

標が設定された作物 であり、その時点では、当該作物に係る振興施策によってどの程度の生産拡大

が図られるか、また、次回基本計画（平成 27 年）以降も対象作物となるか不透明な部分があったた

め、基幹統計調査である作物統計調査の対象作物とするべきか否かを慎重に見極める必要があると

の判断から、暫定的に一般統計調査である特定作物統計調査の対象として調査を実施してきたとこ

ろである。 

しかしながら、平成 22 年の生産努力目標の設定によって、なたねについては前回全国調査を行

った平成 11 年産 607ha から平成 27 年産には 1,630ha へと 1,000ha 以上、約 2.7 倍増加、そばにつ

いては平成 21 年産４万 5,400ha から平成 27 年産５万 8,200ha へと１万 ha 以上、約 1.3 倍増加する

などの生産拡大 が図られ、平成 27 年の基本計画においても引き続きそば及びなたねに生産努力目

標が設定 されたこと、また、米・麦・大豆等とともに、生産の拡大により食料自給率の向上に寄与

する作物として経営所得安定対策の対象作物にも位置づけられている ことから、他の生産努力目標

の設定されている作物同様に、作物統計調査の対象作物として調査することが適当と考えている。 

 

[そば及びなたねに係る調査結果の推移]  

 

 

 

 

 

 

  

そば

45,400 47,700 56,400 61,000 61,400 59,900 58,200 

(40) 62 57 73 54 52 60 

(15,300) 29,700 32,000 44,600 33,400 31,100 34,800 
※平成21年産の10a当たり収量及び収穫量は主産県計

なたね

607 1,690 1,700 1,610 1,590 1,470 1,630 

129 93 115 116 111 121 194 

783 1,570 1,950 1,870 1,770 1,780 3,160 
※平成12年産及び平成13年は主産県調査(全国値の推定なし)であるため未掲載。平成14年産から平成21年産までは調査を実施していない。

25年産 26年産 27年産

作付面積(ha)

作付面積(ha)

22年産平成21年産

10ａ当たり収量(kg)

23年産 24年産

収穫量(t)

26年産25年産24年産 27年産

収穫量(t)

10ａ当たり収量(kg)

平成11年産 22年産 23年産

別紙１ 
産業統計部会 調査実施者説明資料（抜粋） 
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凡例： ◎ 面積、収穫量とも全国調査

○ 面積は全国調査（果樹・茶は、栽培面積のみ）、収穫量は主産県調査

△ 面積、収穫量とも主産県調査

現行← →見直し後

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

(2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022)

陸稲 ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ○ △ △

かんしょ ◎ ○ ○ ◎ △ △ ○ △ △

飼料作物 ◎ ○ ○ ◎ △ △ ○ △ △

茶 ◎ ○ ○ △ △ △ ◎ △ △

果樹 ◎ ○ ○ △ △ △ ◎ △ △

野菜 △ △ ◎ △ △ ○ △ △ ◎

花き △ △ ◎ △ △ ◎ △ △ ○

小豆 ○ ◎ ○ △ ◎ △ △ ○ △

いんげん ○ ◎ ○ △ ◎ △ △ ○ △

らっかせい ○ ◎ ○ △ ◎ △ △ ○ △

こんにゃくいも △ ◎ △ △ ◎ △ △ ○ △

※見直し後の１サイクル（平成29～34年）における各年の業務が平準化されるよう調整（原則として周期の短縮で対応）

※６年で１サイクルとなるため、平成35年以降については、平成29～34年と同様

一部作物の全国調査の調査周期の変更について 

 

１ 全国調査を実施しない中間年における全国値については、以下のとおり、主産県（全国の作付

面積の 80％を占めるまでの都道府県等）における直近の全国調査年からの変動率によって推定

することとしている。 

 

[主産県調査年における全国値の推定方法] 

 
 

２ 今回の見直しによって毎年調査から主産県調査へ移行する作物又は全国調査周期を変更する作

物について、過年次の公表値を用いて、作付面積調査及び収穫量調査の調査対象県を主産県（従

前が主産県調査の場合は全国調査周期の変更）とした場合のシミュレーションを実施 したところ、

①近年、作付面積が急減している陸稲 （平成 21 年 3,000ha→平成 27 年 1,160ha）であっても誤

差（公表値と推定値の対比）は最大でも３％程度（３年周期で実施する作付面積の全国調査年の

誤差は１％未満）、②栽培面積の変動の少ない果樹・茶等の永年性作物においては、誤差は１％

未満 、③その他の作物においても、畑作物・花きで１～２％程度、野菜で１％未満 となってお

り、従前の公表値と比較しても その誤差は小さい状況 となっている（別添参照）。 

また、全国調査の実施周期については、全体の業務量を考慮し、特定の年に全国調査が集中し

ないよう作物ごとに設定することとしているが、主産県（全国の作付面積の 80％を占めるまでの

都道府県等）は毎年調査を実施することに加え、作付面積調査は３年周期（永年性作物は６年周

期）で全ての都道府県を対象とした全国調査を実施するため、３年周期で正確な作付面積が把握

できる こと、更に、収穫量調査についても６年周期で全国調査を実施するため、６年周期で正確

な収穫量も把握できる ことから、生産努力目標の策定・達成状況の検証等の利活用、データの継

続性及び調査精度の観点からも支障はない と考えるところである。 

なお、見直し後の全国調査の実施周期については、以下のとおりである。 

 

[見直し後の全国調査年の実施周期] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直近の全国調査年の全国値　×　当年産の主産県の合計値

直近の全国調査年における主産県の合計値
当年産の全国値 ＝

別紙２ 
産業統計部会 調査実施者説明資料（抜粋） 
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単位：億円

計 米 麦類 雑穀 豆類 いも類 野菜 果実 花き 
工芸
農作物

その他
作物


平成26年 83,639 53,632 14,343 384 60 749 2,075 22,421 7,628 3,437 1,889 646 29,448 559

誤差率(％)※ 0.3% 0.5% 0.0% - - 0.7% 0.9% 0.8% 0.1% 1.9% 0.3% - - -

誤差 282.5 282.5 0.2 - - 4.9 18.6 179.4 7.6 65.3 6.5 - - -

※誤差率(％)については、過年次の作物統計調査の公表結果を用いて行った全国調査周期の変更のシミュレーション結果（収穫量の誤差の最大値）により試算

※全国調査周期の変更を行う作物が部門の内訳となっている場合は、部門計の産出額を当該作物の面積又は収穫量により按分して算出。なお、利用した誤差率は以下のとおり。

　 米（陸稲：3.3％)、豆類（大豆以外：2.0％）、いも類（かんしょ：2.0％、ばれいしょ：0.5％）、野菜（0.8％）、果実（0.1％）、花き（1.9％）、工芸農作物（茶：1.0％、こんにゃくいも：2.0％）

※調査周期を変更する作物全てが同一年に主産県調査であると仮定して試算（実際には全国調査の作物があるため、それらについては誤差を生じない。）

農業総
産出額

耕種

畜産
加工農産

物

３ なお、今回、調査周期を変更する作物について、同シミュレーション結果による誤差（公表

値と推定値の対比）の最大値を用いて、農業総産出額への影響を試算したところ、耕種部門で

は最大でも 0.5％程度、畜産等も含めた全体では最大でも 0.3％程度 となっていることから、

経済活動別国内総生産（GDP)に占める農業の割合が約１％であることも考慮すると、関連する

産業連関表等の加工統計にはほとんど影響しない ものと考えている。 

 

[全国調査周期の変更による農業総産出額への影響試算] 
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陸稲　　　[作付面積：毎年→３年、収穫量：毎年→６年]

面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量

公表値 3,000 276 8,280 2,890 189 5,460 2,370 220 5,220 2,110 172 3,630 1,720 249 4,290 1,410 257 3,630 1,160 233 2,700

推定値 - - - 2,928 188 5,506 2,398 218 5,235 2,110 171 3,609 1,749 253 4,433 1,445 259 3,738 - - -

対比(％) - - - 101.3 99.5 100.8 101.2 99.2 100.3 100.0 99.4 99.4 101.7 101.8 103.3 102.5 100.6 103.0 - - -

※過去年次における公表値を用いて、主産県調査化（現行が主産県調査の場合は全国調査周期の変更）した場合の推定値（全国）を試算し、公表値と比較している（以下同じ。）。

※推定値（全国）は、主産県における直近全国調査年に対する変動率により算出した（以下同じ。）。

かんしょ　[作付面積：毎年→３年、収穫量：３年→６年]

面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量

公表値 40,700 2,480 1,011,000 40,500 2,530 1,026,000 39,700 2,180 863,600 38,900 2,280 885,900 38,800 2,260 875,900 38,600 2,440 942,300 38,000 2,330 886,500

推定値 - - - 40,772 2,527 1,030,370 40,343 2,160 871,556 38,900 2,310 898,511 38,842 2,294 890,926 38,813 2,476 961,057 - - -

対比(％) - - - 100.7 99.9 100.4 101.6 99.1 100.9 100.0 101.3 101.4 100.1 101.5 101.7 100.6 101.5 102.0 - - -

牧草　　　[作付面積：毎年→３年、収穫量：３年→６年]

面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量

公表値 769,000 3,750 28,805,000 764,100 3,630 27,726,000 759,100 3,630 27,580,000 755,100 3,550 26,783,000 750,800 … … 745,500 … … 739,600 3,410 25,193,000

推定値 - - - 764,584 3,640 27,827,283 760,837 3,649 27,763,735 755,100 3,637 27,463,450 753,368 … … 748,865 … … - - -

対比(％) - - - 100.1 100.3 100.4 100.2 100.5 100.7 100.0 102.5 102.5 100.3 - - 100.5 - - - - -

※牧草の平成24年産及び平成25年産については、放射性物質調査の結果により給与自粛措置が行われた地域があったことから、収穫量の全国値の推計及び公表を行っていない。

茶　　[栽培面積：毎年→６年、収穫量：５年→６年]

栽培面積 - 荒茶生産量 栽培面積 - 荒茶生産量 栽培面積 - 荒茶生産量 栽培面積 - 荒茶生産量 栽培面積 - 荒茶生産量 栽培面積 - 荒茶生産量 栽培面積 - 荒茶生産量

公表値 47,300 - 86,000 46,800 - 85,000 46,200 - … 45,900 - … 45,400 - 84,800 44,800 - 83,600 44,000 - 79,500

推定値 - - - 46,913 - 85,172 46,387 - - 46,087 - - 45,703 - 85,378 45,259 - 84,461 - - -

対比(％) - - - 100.2 - 100.2 100.4 - - 100.4 - - 100.7 - 100.7 101.0 - 101.0 - - -

※茶の平成23年産及び平成24年産については、原子力災害対策特別措置法に基づき、主産県以外の都道府県においても出荷制限が行われたことから、荒茶生産量の全国値の推計及び公表を行っていない。

果樹　　[栽培面積：毎年→６年、収穫量：５年→６年]

栽培面積 10a当収量 収穫量 栽培面積 10a当収量 収穫量 栽培面積 10a当収量 収穫量 栽培面積 10a当収量 収穫量 栽培面積 10a当収量 収穫量 栽培面積 10a当収量 収穫量 栽培面積 10a当収量 収穫量

公表値 49,900 2,130 1,003,000 48,900 1,700 786,000 48,000 2,050 928,200 47,200 1,900 846,300 46,300 2,050 895,900 45,400 2,040 874,700 44,600 1,840 777,800

推定値 - - - 48,908 1,702 786,251 47,971 2,046 928,760 47,174 1,896 847,030 46,251 2,049 896,473 45,419 2,036 875,905 - - -

対比(％) - - - 100.0 100.1 100.0 99.9 99.8 100.1 99.9 99.8 100.1 99.9 99.9 100.1 100.0 99.8 100.1 - - -

公表値 19,400 1,100 202,200 19,000 1,030 184,800 18,800 970 172,600 18,600 1,130 198,300 18,500 1,090 189,700 18,300 1,090 189,200 18,100 1,060 180,500

推定値 - - - 19,128 1,022 185,005 18,924 966 172,583 18,729 1,121 198,308 18,572 1,082 189,669 18,359 1,090 188,940 - - -

対比(％) - - - 100.7 99.2 100.1 100.7 99.6 100.0 100.7 99.2 100.0 100.4 99.3 100.0 100.3 100.0 99.9 - - -

野菜　　　[作付面積：３年（変更なし）、収穫量：３年→６年]

面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量 面積 10a当収量 収穫量

公表値 84,500 3,350 2,828,000 82,000 3,290 2,697,000 80,300 3,000 2,412,000 79,600 2,810 2,237,000 78,000 3,000 2,339,000 78,300 3,130 2,447,000 76,900 3,070 2,360,000

推定値 - - - 82,021 3,283 2,692,646 80,318 2,991 2,402,000 79,600 2,800 2,228,900 78,244 2,992 2,340,791 78,673 3,124 2,458,079 - - -

対比(％) - - - 100.0 99.8 99.8 100.0 99.7 99.6 100.0 99.6 99.6 100.3 99.7 100.1 100.5 99.8 100.5 - - -

公表値 8,560 4,130 353,700 8,470 4,200 355,300 8,430 4,100 345,400 8,340 3,870 322,700 8,080 4,000 323,600 8,100 4,350 352,600 8,120 4,250 344,800

推定値 - - - 8,460 4,199 355,258 8,406 4,102 344,839 8,340 3,862 322,112 8,080 4,001 323,301 8,107 4,355 353,040 - - -

対比(％) - - - 99.9 100.0 100.0 99.7 100.1 99.8 100.0 99.8 99.8 100.0 100.0 99.9 100.1 100.1 100.1 - - -

公表値 22,900 1,300 298,200 22,500 1,300 292,700 22,400 1,280 286,300 22,100 1,220 269,000 21,800 1,210 263,500 21,700 1,210 263,500 21,300 1,180 250,300

推定値 - - - 22,566 1,300 293,347 22,406 1,283 287,455 22,100 1,223 270,262 21,826 1,215 265,168 21,739 1,222 265,552 - - -

対比(％) - - - 100.3 100.0 100.2 100.0 100.2 100.4 100.0 100.2 100.5 100.1 100.4 100.6 100.2 101.0 100.8 - - -

22年産 23年産 24年産 25年産 26年産

ほうれん
そう

27年産

みかん

ぶどう

全国調査年 主産県調査年 全国調査年

21年産 22年産 23年産 24年産 25年産 26年産

27年産

茶

21年産

全国調査年 主産県調査年 全国調査年

25年産

春植えば
れいしょ

夏秋トマト

21年産 22年産 23年産 24年産

26年産

牧草

全国調査年 主産県調査年 面積全国調査年 主産県調査年 全国調査年

20年産 21年産 22年産 23年産 24年産 25年産

19年産 20年産

26年産

かんしょ

全国調査年 主産県調査年 面積全国調査年 主産県調査年 全国調査年

20年産 21年産 22年産 23年産 24年産 25年産

27年産

陸稲

全国調査年 主産県調査年 面積全国調査年 主産県調査年 全国調査年

21年産 22年産 23年産 24年産 25年産 26年産

全国調査年 主産県調査年 面積全国調査年 主産県調査年 全国調査年

花き　　　[作付面積：３年（変更なし）、収穫量：３年→６年]

面積 - 出荷量 面積 - 出荷量 面積 - 出荷量 面積 - 出荷量 面積 - 出荷量 面積 - 出荷量 面積 - 出荷量

公表値 564,500 - 1,814,000 553,200 - 1,792,000 542,000 - 1,731,000 533,100 - 1,660,000 523,300 - 1,597,000 523,000 - 1,595,000 509,600 - 1,599,000

推定値 - - - 545,001 - 1,775,377 535,534 - 1,721,433 533,100 - 1,691,717 522,808 - 1,627,450 522,627 - 1,625,121 - - -

対比(％) - - - 98.5 - 99.1 98.8 - 99.4 100.0 - 101.9 99.9 - 101.9 99.9 - 101.9 - - -

公表値 23,000 - 22,100 22,800 - 21,800 21,400 - 21,100 21,200 - 20,400 20,800 - 20,400 20,700 - 20,200 20,300 - 19,200

推定値 - - - 22,601 - 21,856 21,454 - 21,363 21,200 - 20,448 21,119 - 20,609 21,115 - 20,466 - - -

対比(％) - - - 99.1 - 100.3 100.3 - 101.2 100.0 - 100.2 101.5 - 101.0 102.0 - 101.3 - - -

全国調査年 主産県調査年 面積全国調査年 主産県調査年 全国調査年

25年産

きく（切り
花）

シクラメン
（鉢もの）

19年産 20年産 21年産 22年産 23年産 24年産

全国調査周期の変更に係るシミュレーション結果 
別紙２の別添 
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標本経営体調査における標本設計の変更について 

 

１ 統計審議会答申（平成 19 年２月）における「今後の課題」に対する検討状況 

本調査では、平成 19 年調査から統計審議会答申（平成 19 年２月。以下「前回答申」という。）

に基づいた標本設計による調査を開始し、この間、前回答申における「今後の課題」に対応した

標本設計の見直しを行うべく、標本経営体調査における調査票の回収率や実績精度を確認・検証

するとともに、現行の標本設計による調査が適正に実施されるよう、平成 23 年においては 2010

年世界農林業センサス結果（平成 22 年２月１日現在）、平成 28 年においては 2015 年農林業セン

サス結果（平成 27 年２月１日現在）を用いて母集団情報を更新するなどの対応を行ってきたとこ

ろである。 

 

２ 標本経営体調査の標本設計の変更 

今回 、標本経営体調査に係る標本設計の変更に当たっては、①母集団を関係団体以外へ出荷

した農家に絞り込み、関係団体調査との重複を解消、②誤差情報等に基づき調査対象数を算出し、

標本配置を適正化、③農林業センサス作付面積データを活用した階層区分及び確率比例抽出によ

り、対象地域の平均単収を的確に推定、④関係団体調査との重複を解消することで、10ａ当たり

の収量の決定手法を明確化 といった観点から、検討を実施した（別添１～別添３参照）。 

 

３ 標本経営体調査の調査対象数 

標本経営体調査の調査対象数については、推定対象としている作物ごとの 10ａ当たり収量のば

らつきの程度（実績精度）によって算出される数が異なるため、品目ごとには増減があるものの、

本調査と特定作物統計調査を合計した調査対象数では、従前の約７万 3,600 から約７万 3,100 と

微減する こととなるため、報告者負担については従前と同程度 であると考えている。 

 

[作物統計調査及び特定作物統計調査における調査対象数] 

 

作付面積調査 収穫量調査 作付面積調査 収穫量調査

陸稲、麦類、大豆、かん

しょ、飼肥料作物、果

樹、茶及び野菜

約4,300 約4,100 約64,000

花き 約500 約500 約2,100

茶(荒茶工場) - 約1,300 - 茶(荒茶工場) - 約1,300 -

甘味資源作物 約100 約100 - 甘味資源作物 約100 約100 -
※花きの標本経営体は個人出荷農家等 ※そば、なたねは作物統計に変更

豆類、そば、なたね、こ

んにゃくいも
約730 約740 約7,500 豆類、こんにゃくいも 約250 約270 約4,100

い 3 3 - い 3 3 -

約5,600 約6,700 約73,600 約5,800 約6,900 約73,100作物統計＋特定作物 作物統計＋特定作物

約69,000

関係団体等 標本
経営体

約5,200約5,400

特
定
作
物

作
物
統
計

作
物
統
計

陸稲、麦類、大豆、かん

しょ、飼料作物、そば、

なたね、果樹、茶、野菜

及び花き

特
定
作
物

【現行】調査対象数

作物名

【見直し後】調査対象数（概数）

作物名
関係団体等 標本

経営体

別紙３ 
産業統計部会 調査実施者説明資料（抜粋） 
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等
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に
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抽
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法

標
本

経
営

体
調

査

【
見

直
し

後
】

母
集

団
リ

ス
ト

(農
林

業
経

営
体

)

農
林

業
セ

ン
サ

ス
に

お
い

て
調

査
対

象
作

物
を

作
付

け
し

、
及

び
関

係
団

体
等

以
外

へ
出

荷
し

た
農

林
業

経
営

体

標
本

抽
出 【
調

査
対

象
数

】
誤

差
情

報
等

に
基

づ
き

算
出

【
標

本
配

分
】

作
付
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又
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に
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抽
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又
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の
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を
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セ
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抽
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収
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係

団
体

リ
ス

ト
(J

A
等
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係
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査
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査
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※
収
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％
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更
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添
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目
標
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度
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し

※
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当
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収
量
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(標
本

経
営

体
分

の
標

準
誤

差
率

の
算

出
例

)

標
本

経
営

体
数

を
適

切
に

設
定

す
る

た
め

、
目

標
精

度
を

設
定

し
、

団
体

シ
ェ

ア
に

応
じ

て
経

営
体

調
査

分
の

標
準

誤
差

率
を

算
出

※
収

穫
量

に
占

め
る

団
体

シ
ェ

ア
が

8
0

%
以

上
で

あ
る

都
道

府
県

に
お

い
て

は
、

1
0

a
当

た
り

収
量

が
関

係
団

体
調

査
に

よ
っ

て
ほ

ぼ
把

握
で

き
る

こ
と

か
ら

標
本

経
営

体
調

査
を

実
施

し
な

い
た

め
、

標
本

経
営

体
分

の
標

準
誤

差
率

は
算

出
し

な
い

。

収
穫
量

(t
)

累
積

シ
ェ
ア

区
分

目
標

精
度

団
体

シ
ェ
ア

標
本
経
営

体

標
準
誤
差

率

A
県

3
,5
6
7

3
5
.7
%

Ⅰ
3
.0

8
8
%

-
B
県

2
,7
4
5

6
3
.1
%

Ⅰ
3
.0

5
5
%

6
.7

C
県

1
,7
8
9

8
1
.0
%

Ⅰ
3
.0

3
9
%

4
.9

D
県

4
3
3

8
5
.3
%

Ⅱ
5
.0

7
1
%

1
7
.2

E
県

5
9
9

9
1
.3
%

Ⅱ
5
.0

6
7
%

1
5
.2

F
県

4
3
3

9
5
.7
%

Ⅲ
1
0
.0

4
7
%

1
8
.9

G
県

2
2
2

9
7
.9
%

Ⅲ
1
0
.0

2
3
%

1
3
.0

H
県

1
2
3

9
9
.1
%

Ⅲ
1
0
.0

1
1
%

1
1
.2

I
県

5
6

9
9
.7
%

Ⅳ
1
5
.0

8
%

1
6
.3

J
県

3
3

1
0
0
.0
%

Ⅳ
1
5
.0

1
%

1
5
.2

目
標

精
度

及
び

標
本

経
営

体
調

査
分

の
標

準
誤

差
率

別
紙

３
の

別
添

２
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調
査

対
象

数
の

算
出

作
物

別
の

母
集

団
農

家
数

を
ベ

ー
ス

と
し

て
、

収
穫

量
に

占
め

る
団

体
シ

ェ
ア

を
考

慮
の

上
、

一
定

の
抽

出
率

(5
％

)、
見

込
ま

れ
る

出
現

率
及

び
回

収
率

(5
0

％
)に

よ
り

調
査

対
象

数
を

算
出

(算
出

式
)

調
査

対
象

数
＝

セ
ン

サ
ス

作
付

農
家

数
×

(1
0

0
%

-
団

体
シ

ェ
ア

)
×

抽
出

率
(5

％
)

÷
出

現
率

÷
回

収
率

(5
0

%
)

(調
査

対
象

数
)

作
物

統
計

約
6

6
,1

0
0

（
特

定
作

物
統

計
約

0
7

,5
0

0
）

※
1

花
き

の
個

人
出

荷
農

家
等

を
含

む
。

※
2

そ
ば

及
び

な
た

ね
を

含
む

。

(調
査

対
象

数
の

算
出

例
)

調
査

対
象

数
の

算
出

作
物

別
・

都
道

府
県

別
の

1
0

a
当

た
り

収
量

に
関

す
る

目
標

精
度

及
び

収
穫

量
に

占
め

る
団

体
シ

ェ
ア

に
基

づ
い

て
標

本
経

営
体

調
査

分
の

標
準

誤
差

率
を

算
出

し
、

過
年

次
調

査
に

よ
る

実
績

有
効

回
答

数
、

実
績

精
度

及
び

実
績

有
効

回
答

率
を

基
に

調
査

対
象

数
を

算
出

(算
出

式
)

必
要

有
効

回
答

数
＝

実
績

有
効

回
答

数
×

(実
績

精
度

÷
経

営
体

標
準

誤
差

率
)^

2
 

調
査

対
象

数
＝

必
要

有
効

回
答

数
÷

実
績

有
効

回
答

率

(調
査

対
象

数
)

作
物

統
計

約
6

9
,0

0
0

（
特

定
作

物
統

計
約

0
4

,1
0

0
）

※
そ

ば
及

び
な

た
ね

が
含

ま
れ

る
た

め
増

加
し

て
い

る
が

、
特

定
作

物
統

計
と

の
合

計
で

は
減

(7
3

,6
0

0
→

7
3

,1
0

0
)と

な
る

。

(調
査

対
象

数
の

算
出

例
)

【
現

行
】

【
見

直
し

後
】

誤
差

情
報

等
に

基
づ

き
必

要
な

調
査

対
象

数
を

算
出

し
、

標
本

配
置

を
適

正
化

※
収

穫
量

に
占

め
る

団
体

シ
ェ

ア
が

8
0

%
以

上
で

あ
る

都
道

府
県

に
お

い
て

は
標

本
経

営
体

調
査

を
実

施
し

な
い

。
※

出
現

率
は

、
調

査
対

象
作

物
が

セ
ン

サ
ス

に
お

い
て

他
作

物
と

一
括

で
計

上
さ

れ
て

い
る

場
合

(そ
の

他
豆

類
な

ど
)に

設
定

作
付

農
家

数

団
体

シ
ェ
ア

抽
出

母
集
団

抽
出

率
出

現
率

回
収

率
調

査

対
象

数

A
県

3
,9
8
5

8
8
%

4
7
8

5
%

1
0
0
%

5
0
%

4
8

B
県

1
,6
0
6

5
5
%

7
2
3

5
%

1
0
0
%

5
0
%

7
2

C
県

2
,0
0
2

3
9
%

1
,2
2
1

5
%

1
0
0
%

5
0
%

1
2
2

D
県

7
2
6

7
1
%

2
1
1

5
%

1
0
0
%

5
0
%

2
1

E
県

1
,0
0
5

6
7
%

3
3
2

5
%

1
0
0
%

5
0
%

3
3

F
県

7
2
6

4
7
%

3
8
5

5
%

1
0
0
%

5
0
%

3
9

G
県

3
7
2

2
3
%

2
8
6

5
%

1
0
0
%

5
0
%

2
9

H
県

3
4
6

1
1
%

3
0
8

5
%

1
0
0
%

5
0
%

3
1

I
県

2
9
4

8
%

2
7
0

5
%

1
0
0
%

5
0
%

2
7

J
県

1
9
9

1
%

1
9
7

5
%

1
0
0
%

5
0
%

2
0

※
※

1

※
2

団
体

シ
ェ
ア

標
本
経
営

体

標
準
誤
差

率

実
績

有
効

回
答

数

実
績

精
度

必
要
有

効

回
答

数

実
績

有
効

回
答

率

調
査

対
象

数

A
県

8
8
%

-
4
3

6
.3

0
5
5
%

0
B
県

5
5
%

6
.7

1
4
5

3
.5

4
0

5
5
%

7
3

C
県

3
9
%

4
.9

1
2
8

3
.1

5
1

5
5
%

9
3

D
県

7
1
%

1
7
.2

1
5

1
3
.9

1
0

5
5
%

1
8

E
県

6
7
%

1
5
.2

2
3

1
2
.9

1
7

5
5
%

3
1

F
県

4
7
%

1
8
.9

2
6

1
1
.7

1
0

5
5
%

1
8

G
県

2
3
%

1
3
.0

1
7

1
5
.7

2
5

5
5
%

4
5

H
県

1
1
%

1
1
.2

1
1

1
8
.2

2
9

5
5
%

5
3

I
県

8
%

1
6
.3

9
2
0
.3

1
4

5
5
%

2
5

J
県

1
%

1
5
.2

7
2
2
.3

1
5

5
5
%

2
7

標
本

経
営

体
調

査
お

け
る

調
査

対
象

数
の

算
出

方
法

別
紙

３
の

別
添

３
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